
様式第１号（第７条第１項関係）
令和　　年　　月　　日　

茨城県知事　　　　　　　　殿

住所　〒

氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和６年度茨城県水素供給設備新規需要創出活動補助金交付申請書

[bookmark: _GoBack]　令和６年度茨城県水素供給設備新規需要創出活動補助金交付要項（以下「要項」という。）第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
　なお、要項に定めるところに従うことを承知の上申請します。

記

	申　　請　　内　　容

	水素供給設備名称
	

	設置事業所住所
	

	国活動費補助金の交付決定番号
	

	国活動費補助金の交付決定日
	

	水素供給設備
	供給方式
	オンサイト　／　オフサイト　／　移動式　／　その他

	
	水素供給能力
	Nm3/h

	
	運用場所数
（移動式の場合）
	茨城県内　　　　箇所
茨城県外　　　　箇所

	運用開始（予定）日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	国活動費補助金
	補助対象経費（※１）(A)
	　　　　　　　円

	
	R7.3.1からR7.3.31までの1か月間で計算した場合の補助対象経費（※１）（B）
	円

	
	補助対象期間の終期をR7.3.31とした
場合の補助対象経費（※１）(A＋B=C)
	円

	
	交付決定額（※２）(D)
	　　　　　　　円

	国活動費補助金以外の補助金
（本補助金の対象経費と同じもの）
	有（見込のものを含む。）／　無

	
	補助機関名
	
	補助額（※２）(E)
	円

	本県補助金申請額
	東京圏外への設置により追加で要する経費(F)
	円

	
	補助対象経費残額　(C－D－E =G)
	　　　　　　　円

	
	補助申請額
※ (F)と(G)のうちいずれか低い額（ただし1,000,000円を上限）
	　　　　　　　円

	申請事務担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話／FAX
	

	
	Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


※１　移動式の場合は、県内での運営費に限る。
※２　移動式であり、かつ、本県と本県以外の都道府県の２箇所で運営する場合は、交付決定額を、それぞれの年間営業日数等で按分して得た本県分の額とする。（当該交付決定額が、本県以外での運営費のみを補助対象経費とする場合を除く。）
様式第１号　付表１

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	
	内　訳
	
	【補助対象経費】

	【補助対象経費】のうち，本県に設置したことで、東京圏内に設置した場合と比して追加で要する経費の額


	
	
	
	国活動費補助金の補助対象経費
	国規程で定める算定方法と同様の方法により算出した3月1日から3月31日までの1か月分の補助対象経費
	
	

	新規需要創出活動費
	１
	人件費
	
	
	
	

	
	２
	修繕費
	
	
	
	

	
	３
	警備費
	
	
	
	

	
	４
	水道光熱費
	
	
	
	

	
	５
	通信費
	
	
	
	

	
	６
	消耗品費
	
	
	
	

	
	７
	賃借料
	
	
	
	

	
	８
	印刷費
	
	
	
	

	
	９
	業務委託費
	
	
	
	

	
	10
	外注費
	
	
	
	

	
	11
	保険料
	
	
	
	

	
	12
	その他（その他燃料電池自動車の需要を創出するために必要な経費）
	
	
	
	

	
	
	活動費小計
	
	
	
	

	管理費
	13
	一般管理費
	
	
	
	

	
	14
	諸経費
	
	
	
	

	
	
	管理費小計
	
	
	
	

	合計
	（A）
	（B）
	（A＋B=C）
	（F）

	
	

	
	（単位：円）

	国活動費補助金の交付決定額 (D)
	

	国活動費補助金以外の補助金（E）
	

	補助対象経費残額（C−D－E=G）
	


※　移動式の場合、本県での運営に係る経費のみを記載するとともに、本県での運営に係る経費の算出方法が確認できる資料（様式任意）を添付すること。
※　消費税及び地方消費税は補助対象外であるため記載しない。
様式第１号　付表２

移動式水素供給設備の運用場所等

	
	住所

	設置事業所
	

	運用場所１
	

	運用場所２
	

	運用場所３
	







































